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1 背景と目的      

少子・超高齢社会に対応した，多くの都市で,「歩いて

暮らせるコンパクトな集約型都市構造」を目指している 1)。

それに伴い，中心市街地においては、「安全・安心・快適」

な歩行環境を整備することによって，歩行者通行量の増

加や，地区内での滞在時間の増加等が期待されている 2)。   
大分市においても，2013 年に第 2 期大分市中心市街地

活性化基本計画(以下：基本計画)を策定し，JR 大分駅ビル

整備事業や，複合文化交流施設であるホルトホール大分

の整備事業といったハード整備が行われた対象エリアの

歩行者通行量は，目標を上回る結果が得られている 3)。こ

のように，大規模商業施設や公共施設などの「大規模施

設」(1)は高い集客力を有しており，回遊行動や，歩行者通

行量に影響を及ぼすと考えられる。

そこで本研究では，大分市中心市街地の旧市街地であ

る中央町と府内町を対象に，大規模商業施設や公共施設

整備等による歩行者通行量への影響を明らかにすること

を目的とする。

２ 研究の方法  

大規模施設設の新設や閉鎖，整備事業といった都市開

発の動向年表により歩行者通行量の増減の要因を考察す

る。次に，歩行者通行量調査の結果を用い，GIS による内

挿法で補間することで(2)，調査対象区域全体の歩行者通行

量を推計する。このデータを用い，歩行者通行量と「大

規模施設」の分布をオーバーレイすることで，大規模施

設による歩行者通行量の増減への影響の要因を分析する。  

3 歩行者通行量の変遷と都市開発の動向 (表 1)  

大規模施設による歩行者通行量の増減の要因を分析す

るため、歩行者通行量の変遷と大規模施設の新設，閉鎖

を年表にまとめた。

歩行者通行量の平均値に着目すると,2000年から2008年
までは，減少する一方であったが，2008 年以降は減少と

増加を繰り返すようになっている。これは，2000 年から

2008 年までは 10,000m2 以上の買回品を扱う大規模商業施

設（トキハわさだタウンや，パークプレイス大分など）

の郊外立地が続いたためであると考えられる。

2008 年以降は，買回品を扱う大規模施設の中心市街地

への新設は確認できるが，郊外での新設は確認できない。

これは, 2008 年の第 1 期基本計画策定時, 商業地域・近隣

商業地域・準工業地域 4)以外に，大規模施設(10,000m2 以

上)の立地が制限されたためである。 
次に，歩行者通行量の増減の程度に着目すると，2000

年から 2008 年までは歩行者通行量は約 30％減少している。

これに対し，増減を繰り返している 2008 年以降は，2013

年から 2015 年の間に約 18％急増する。要因としては，JR

大分駅ビル，複合文化交流施設であるホルトホール大分

や, 大分県立美術館といった多くの公共施設が，中心市街

地に新設されたためであると考えられる。 

一方，2009 年から 2011 年，2015 年から 2017 年の期間

に歩行者通行量が減少する要因（約 14 ％）は最寄品を扱

う大規模商業施設（アクロスプラザ大分）の新設より 

表１ 大分市の都市開発と歩行者通行量経年変化（2000年〜2018 年） 
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買回品を扱う大規模商業施設（大分パルコ，大分フォー

ラス）の閉鎖の方に，強く影響を受けたと考えられる。 

4. 大分市中心市街地における歩行者通行量変化 

大分市が実施した歩行者通行は地点の点のデータであ

ったため，GIS を用いて，対象エリア全体の面的な歩行者

通行量の推計を行なった。3 期間(a〜c)を対象に，推計し

たデータを用いて，大規模施設による歩行者通行量への

影響について分析する。 

a)2009 年から 2011 年(図１) 

2009 年から 2011 年までの歩行者通行量は，全体的に減

少している。また，府内町にある大規模商業施設 Pから大

規模商業施設 F，T にかけるエリアまで，大きく減少して

いる。特に, 大規模商業施設 P周辺の歩行者通行量が最も

減少し，次いで大規模商業施設 F，T 周辺の順になってい

る。これは大規模商業施設 Pの閉鎖により，この 3 箇所を

買回る消費者が減少し，中央町-府内町を往来する人が減

少しているためと考えられる。 

唯一増加しているエリアは,中央町にある改修された商

業施設 S の周辺である。増加の要因として，2010 年に無

料な駐輪場、駐車場，テナント，最寄り品を扱う商業施

設 Sが，中心市街地に新設されたためと考えられる。 

b)2013 年から 2015 年(図 2) 

2013 年から 2015 年までの歩行者通行量は，全体的に増

加している。特に，JR 大分駅周辺は歩行者通行量が急増

しており，大規模商業施設 T,Fの周辺は緩やかに減少して

いる。これにより,JR大分駅ビルと大規商業模施設F，Tの

回遊が少ないことがわかる。これらの要因としては，開

業した JR 大分駅ビルは複合施設であるため，この建物で

購買行動を完結させているためであると考えられる。ま

た，2013 年に JR 大分駅南口に公共施設 H が新設され，

2015 年に中心市街地にある公共施設 C と公共施設である

大分文化会館の機能の一部を公共施設 Hに移転したことも

要因の一つであると考えられる。 

このように，これまで中心市街地の各所に立地してい

た様々な機能が，大分駅周辺に集中したことより，回遊

行動が減少していることがわかった。 

 また，アーケード周辺の歩行者通行量が増加している

と確認できる。要因として，県立美術館とアーケードの

一部を新設したことにより，駅から県立美術館まで，連

続した歩行空間として利用されるようになったと考える。 

c)2015 年から 2017 年（図 3） 

歩行者通行量は，県立美術館や JR 駅ビルの新設より，

一時的に増加したが，2015 年から 2017 年までの歩行者通

行量は全体的に減少している。 

この期間は，最寄品を扱う大規模商施設が中心市街地

の外延部に新設され，10,000m2 未満の最寄品を扱う大規模

商業施設も郊外に多く新設されたことに加え，大規模商

業施設 F が閉鎖している。その結果，JR 大分駅ビルと大

規模商業施設 Fの回遊が少なくなり，駅ビル内で回遊行動

が完結してしまったためであると考えられる。 

また，大規模商業施設 Fや，アーケード周辺は歩行者通

行量が減少しているが，大規模商業施設 T側の歩行者通行

量はほぼ変わらない。このことから，衣料品を中心とす

る若年層向けの商品を扱う大規模商業施設 Fの閉鎖は，百

貨店である大規模商業施設 Tの利用者数に影響していない

ことが考えられる。 

5 まとめ                     

大分市中心市街地における 20 年間の歩行者通行量の変

遷から，郊外への大規模施設の建設の制限が大きく影響

し，2008 年を境に歩行者通行量の動きは異なることがわ

かった。また，GIS による歩行者通行量を推計した図から，

最寄品を扱う大規模商業施設の新設より，買回品を扱う

大規模商業施設の閉鎖が，歩行者通行量に影響を及ぼす

ことが改めて確認できた。一方で，大規模商業施設だけ

でなく，公共施設の新設も歩行者通行量に影響している

ことも確認できた。さらに，衣料品を中心とする若年層

向けの商品を扱う大規模商業施設 Fの閉鎖は，百貨店であ

る大規模商業施設 Tの利用者数に影響していないこともわ

かった。 
【補注】 

1)まちづくり三法都市計画法の改正より，延床面積 10,000m2を超える商業施設や，   

展示遊技場などの大規模集客施設を大規模施設とした。 

2)内挿法について，逆距離加重（IDW）により，調査地点のデータとその調査地点ま    

での距離を用いて，調査地点以外の歩行者通行量を推計できる。この値は距離に  

反比例するため，調査地点と距離が近ければ近いほど，その調査地点の歩行者通 

行量に近い値になる。 
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図 5 歩行者通行量の変化（2009〜2011 年） 

 

図 3 歩行者通行量の変化（2015〜2017 年） 

図 2 歩行者通行量の変化（2013 年〜2015 年） 

 

図 1 歩行者通行量の変化（2009 年〜2011 年） 

 

図 3 歩行者通行量の変化（2015 年〜2017 年） 
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